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仕  様  書 

 

１ 委託業務名 ふじみ野市公共施設太陽光発電導入可能調査業務委託 

 

２ 目 的 

  令和４年１０月１日に「ふじみ野市ゼロカーボンシティ宣言」をし、２０５

０年までに二酸化炭素排出量実質ゼロを目指すことを表明した。また、令和５

年３月に策定した「第２期ふじみ野市環境基本計画（後期行動計画）」に内包

する「地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」において、２０３０年度まで

に二酸化炭素排出量を２０１３年度比で５０％削減することを目標として掲

げている。目標達成に向けては、再生可能エネルギーの普及・促進が不可欠で

ある。 

本業務では、具体的にどのような施設、立地に太陽光発電設備の導入が可能

か調査を行うものである。調査の結果を受けて、公共施設への太陽光発電設備

の導入計画を策定し、積極的な導入に努め、ゼロカーボンシティ実現への取組

を加速させていく。 

  また、本業務における成果は、地球温暖化対策実行計画（事務事業編）にお

ける太陽光発電設備の導入目標設定等に係る検討資料及び公共施設への太陽

光発電設備等導入計画の策定に係る検討資料として活用しようとするもので

ある。 

 

３ 履 行 場 所 別紙対象施設一覧のとおり 

（対象施設数は増加する場合があります。）         

４ 履 行 期 間 契約締結から令和６年２月２９日まで 

 

５ 業 務 内 容 

(1) 太陽光発電設備導入のための基礎データの整理（設置可能性の検討） 

   市が保有する公共施設について、築年数、日射量、今後の技術開発等を勘

案し、太陽光発電設備の導入が可能な施設を抽出する。なお、既に太陽光発

電設備が設置されている施設への追加導入についても検討すること。 

 

(2) 太陽光発電設備の簡易導入計画の策定 

  （１）で抽出した施設（設置可能な建築物及び土地）の全てについて、施

設ごとの基礎データ（築年数、規模、用途）や地図データ、航空写真、消費

電力等を参考に調査・分析を実施し、導入可能な設備容量、想定される二酸
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化炭素排出削減量、導入手法ごとの概算事業費（初期費用、年間費用、電気

料金削減効果等）の検討を実施すること。 

 

(3) 優先導入施設の抽出 

  （２）の調査結果を参考に、２０３０年までに電気使用量を５０％以上削

減するために優先して導入することが望ましい施設（３０程度）の抽出を行

うこと。 

 

(4) 個別詳細調査の実施 

（３）で抽出した、優先して導入することが望ましい施設（３０程度）に

ついては、電力の需給状況、施設の他の用途との調整、設備のメンテナンス

スペース、建築物の今後の存続期間、構造体の耐震性能、荷重条件、日射条

件、設置による災害リスク、周辺への影響等を勘案した、設備導入のために

必要な情報や課題等について整理を行うこと。 

 

(5) 導入計画案の作成 

（４）の結果を踏まえ、今後導入を進める際の優先順位の考え方を整理し、

２０３０年までに導入が可能と考えられる公共施設ごとに次の事項をまと

めた導入計画を整理すること。 

⚫ 事業スキーム：導入方法（ＰＰＡ、リース等）、資金調達方法（国の補助

事業、Ｊ－クレジットの活用等） 

⚫ 想定発電量：発電量シミュレーション、設備稼働率の設定 

⚫ 想定二酸化炭素排出削減量 

⚫ 課題と対応方法：建築基準法等の法令遵守、施工方法、施設管理上の課

題、反射光などの周辺への影響等の整理 

 

６ 成 果 品 

  成果品は、次のとおりとし、それぞれ紙媒体（Ａ４版（Ａ３版はＺ折り））

２部及び電子データ一式を格納した電磁記録媒体１部を提出すること。 

(1) 業務報告書及び報告書概要版 

(2) 中間報告書 

 業務の実施段階ごとに、業務の実施結果を報告すること。 

(3) 業務に用いた統計資料及び参考資料 

  なお、本業務で得たすべての成果品は市に帰属するものとし、市の承諾を得

ずに許可なく第三者に貸与及び公表してはならない。 

  また、著作権については十分配慮すること。 
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７ そ の 他 

 (1) 受注者は本業務の実施のため、対象となる太陽光発電設備について新技

術によるものを選択肢に含めた提案を行うものとする。 

 (2) 受注者は本業務の実施のため、発注者と十分な協議を行い業務が円滑に

進捗するよう努めるものとする。 

(3) 本仕様書に定めのない事項等で、業務実施にあたり疑義が生じた場合は、

必要に応じて発注者と協議し決定するものとする。 

 


